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図 2　各試験区における小松菜ポット試験の収量
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　牛ふんバイオガスプラントの副産物であるバイオ液肥の量
が過剰で問題になっている。この過剰のバイオ液肥中の窒
素を微細藻類へ変換する技術開発を行ってきた。膜を介し
た栄養塩類の供給速度の増加やコストダウンといった課題
を解決するために、下記の①～③を研究目的とした。①膜
面積拡張と既存バイオ液肥貯留槽利用のための「投げこ
み方式」の栄養塩類抽出装置による微細藻類安定生産法
の確立、②培養した微細藻類の二枚貝飼料及び作物肥料
としての利用可能性の検討、③上記①②を見込んだ際のビ
ジネスモデルの検討

　①投げこみ式の栄養塩類抽出装置と培養槽（培地13L）
を用いて微細藻類の培養を行い、投げ込むカートリッジ型膜
の数や膜孔径を変数として、生産性や連続培養日数を検討
した。②培養した微細藻類を用いて、炭水シジミの生育試験
を行い飼料としての利用可能性を検討した。具体的には、A）
無給餌区（コントロール区）、B）ポジティブコントロール区（市
販の飼料を給餌）、C）実験区（培養微細藻類区）：培養した
微細藻類を投与の3条件で試験した。加えて、コマツナを用い
たポット試験により肥料としての利用可能性を検討した。こち
らは、i）無施肥区、ii）標準区（化成肥料のみ）、iii）標準＋試
料区：化成肥料に加え、播種4日目より試料（微細藻類培養
液）を施用、iv）試料区：試料のみを施用の4条件で試験した。
③関係者へのヒアリングを通じてビジネスモデルと採算性の
検討を行った。

①目的①：「投げこみ方式」の栄養塩類抽出装置による微細
藻類安定生産法の確立
　投げ込む膜の数を1つから2つ、3つと調整することにより、
栄養塩類の供給速度の制御が可能であることを示した。さら
に、膜孔径1.2µmの場合、これまでの130mg/L/dayであっ
た微細藻類生産性が向上し22.50mg/L/dayとなった。しか
しながら連続培養日数については、従来は30～40日の連続
培養が可能であったが、今回は20日間程度に留まった。その
理由としては、バイオ液肥提供プラントの違い、膜の目詰まりや
微量元素不足などが考えられた。
②目的②：培養した微細藻類の二枚貝飼料及び作物肥料と
しての利用可能性の検討
（1）二枚貝飼料としての利用の検討
　図1に各実験区の湿潤重量による成長量の平均値とその
標準偏差を示す。淡水シジミの湿潤重量は試験期間（約4
週間）で13.5〜23.7mgの増加を示した。特に、ポジティブコン
トロール区では23.7mg、実験区では20.0mgの増加が確認
され、無給餌区の13.5mgと比較して大きな増加傾向を示し
た。特に実験区が無給餌区よりも高い成長量を示したことは、
培養微細藻類が淡水シジミの成長に寄与する有効な餌料と
して機能した可能性が示唆された。
（2）作物肥料としての利用の検討
　図2に各試験区における小松菜ポット試験の収量を示す。
標準＋試料区が、全試験区中で最大値を示し、標準区に対
し、標準＋試料区では窒素投入量を約65%（16.5mg-N）上
乗せしたが、生体重の増加幅は3.4%（0.017g）に留まった。
これは供試した小松菜の成長が標準区（25.2mg-N）の施
肥レベルにおいて、既に飽和点に達していたことを示唆して
いる。試料区が16.5mg-N（標準区の65%）という少ない窒
素量で無施肥区を36%上回った。これは、培養液中に含まれ
る約180mg/Lの比較的速く吸収されるNH4+の効果である
と考えられる。毎日5mLという分割施用（累積90mL）は、高
濃度アンモニアによる阻害（塩類障害）を回避しつつ、安定
的に栄養を供給する手法として有効であり、培養液ごと微細
藻類を液肥として活用できることを実証できた。
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図 1　各試験区の湿潤重量による成長量（mg）
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①「投げこみ方式」の栄養塩類抽出装置は、既存のバイオ
液肥貯留槽が使えるという面で大きなメリットがあるので、
バイオ液肥性状に応じた最適な個数やポンプ流量を決定
する。

②培養した微細藻類の二枚貝飼料及び作物肥料としての
利用可能性を示すことができたので、飼料業者・肥料業者
に試してもらうなどして利用可能性を深掘りする必要がある。

③ビジネスモデルの提案ができ、本研究により従来よりも採算
性の向上が見込まれることを示した、さらに、既存のバイオ
液肥貯留槽を利用できる場合などコストメリットがある提案
を検討していく。

今後の展望

③目的③：ビジネスモデルの検討
　採算性については、3,000頭規模の場合は、建設コスト約
10億円、年間の運転費等が7,800万円必要であり、それに対
して、バイオ液肥の処理費が1.42億円に加えて微細藻類販
売費4,500万円の合計1.87億円となり、回収年は9.5年となっ
た。本研究の目標値である10年を下回る可能性が示される
と共に、既存バイオ液肥貯留槽を利用することができればさ
らなるコストダウンが図られることを示した。


